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米国特許商標庁の法定費用の改訂についてi 

 

 

１．経緯 

米国特許商標庁（ＵＳＰＴＯ）は、ＡＩＡにより、特許庁料金について、長官が、ルールに基づき、既定の料金を

設定・修正することが可能となった（Section 10）。そして、将来的な特許庁業務のコストとリソースの増加に対

応するため、ＵＳＰＴＯは２０１７年から２年ごとに特許庁料金の見直しを行ってきた。 

今回の改定は、当該特許庁料金の見直しを受け、また、２０１８年のパブリックコメントを考慮、検討したうえで

行われたもので、ほぼ３年ぶりの値上げとなった。本改訂は、２０２０年１０月２日から適用されている（特定ファ

イルによらない出願に関する費用の改訂を除く）。 

また、ＵＳＰＴＯは２０２０年１１月１７日に商標料金改定に関する final ruleの公布を行い、２０２１年１月２日か

ら適用するii。 

 

２．特許料金の改定 

（１）概要 

・値上げ率は４％～５２５％。料金が変わらないものもあるが、多くの場合、５～７％増となっている。 

・料金は Large entity、Small entity, Micro entityのそれぞれで、同率の値上げ率で増加している。Large entity

の料金だけ値上げしたり、その逆に Small entityの料金だけ値上げするなどの違いはない。 

・新たな料金として、２０２２年１月１日より、出願書類を DOCX 形式（Microsoft Word 形式）以外で提出した場

合の追加料金（＄４００）が制定された。 

 

（２）Large entityに対する料金改定 

 Large entityの特許出願（Utility patent）に対する主な料金の改定を下記の表にした。 

料金 改訂前 改訂後 値上げ率 

基礎出願料 $300 $320 7% 

3つを超える独立請求項の追加料金 $460 $480 4% 

２０を超える請求項の追加料金 $100 $100 変化なし 

マルチクレームの追加料金 $820 $860 4% 

サーチ料金 $660 $700 6% 

審査請求費用 $760 $800 5% 

追加料金なしの場合の出願費用合計 $1720 $1820 6% 

    

出願書類を DOCX形式（Microsoft Word形式）以外で提出した場

合 

― $400 新たに導

入 

    

延長費用    

１カ月の応答期間延長 $200 $220 10% 
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２カ月の応答期間延長 $600 &640 7% 

３カ月の応答期間延長 $1400 $1480 6% 

    

登録料 $1000 $1200 20% 

    

維持年金    

３．５年次 $1600 $2000 25% 

７．５年次 $3600 $3760 4% 

１１．５年次 $7400 $7700 4% 

超過料金（３．５年次） $160 $1000 525% 

超過料金（７．５年次） $160 $1000 525% 

超過料金（１１．５年次） $160 $1000 525% 

    

ＲＣＥ １回目 $1300 $1360 5% 

ＲＣＥ ２回目 $1900 $2000 5% 

    

ＩＰＲ    

申請費用（２０クレームまで） $15500 $19500 26% 

２０クレームを超えた際の１クレーム当りの加算費用 $300 $375 25% 

Institution時費用（２０クレームまで） $15000 $18750 25% 

２０クレームを超えた際の１クレーム当りの加算費用 $600 $750 25% 

 

 

３．商標料金の改定 

（１）概要 

・近年の商標登録業務におけるコスト増加に対応するため、料金改定を予定していたところ、Covid-19 の影響

により、料金回収が予想よりも低くなった。 

・２０２０年６月～８月にかけて募集されたパブリックコメントでは、このような状況での料金増加は行わない方が

よいというコメントもあり、経済への影響の懸念もある一方、よりよい業務提供のため、料金改定に踏み切った。 

・この改定により、（ｉ）登録の維持が実際に使用されている商標であること、（ｉｉ）より適切な時期に出願及び書

類を提出すること、（ｉｉｉ）ＴＴＡＢでの審判等がより早く解決すること、のインセンティブを高めることを狙いとする。 

・法８条の宣誓書を提出する前に提出する補正（商品、サービス及び／又は類の削除のみ）については、無料

で行うことができるようにし、不要な登録商標を削除するようにした。一方、法８条の宣誓書の提出後、許可前

に提出する補正（商品、サービス及び／又は類の削除のみ）については一類の削除につき、＄２５０の料金が

かかることとなり、より早い時期の補正の提出のインセンティブをもたらすものとなっている。 

 

（２）TEAS形式における料金改定 

 

 Final ruleによる改定（一部）。 

料金 改訂前 改訂後 値上げ率 

商標出願(TEAS Standard) $275 $350 36% 

商標出願(TEAS Plus) $225 $250 11% 

    

法８条の宣誓書を提出する前に提出する補正（商品、サービス及 ―  $0  
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び／又は類の削除のみ） 

法８条の宣誓書の提出 $125 $225 80% 

法８条の宣誓書の提出後、許可前に提出する補正（商品、サービ

ス及び／又は類の削除のみ） 

－ $250  

    

法７１条の宣誓書の提出 $125 $225 80% 

法７１条の宣誓書の提出後、許可前に提出する補正（商品、サー

ビス及び／又は類の削除のみ） 

－ $250  

    

取消請願書の提出（１類につき） $400 $600 50% 

異議申立通知の提出（１類につき） $400 $600 50% 

 

以上 

i https://www.uspto.gov/about-us/performance-and-planning/summary-fy-2020-final-patent-fee-

rule 

 
ii https://www.federalregister.gov/documents/2020/11/17/2020-25222/trademark-fee-adjustment 

 


